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　本書は著者が 1990 年に筑波大学大学院歴史・人類学研究科に提出した博
士論文『台湾における宗教政策─ 1895 年から 1945 年を中心に─』に加筆・
修正が施されたものである。約 300 頁の本文，22頁にわたる 1895 ～ 1945 年
を中心とした台湾宗教史年表，最後に 12頁の参考文献が収録されている。
　著者は現在の台湾史研究と日本の植民地研究を精力的に牽引する研究者の
一人であり，著作も多い。特に 1990 年代後半からは，植民地問題の分野で
も著しく研究を進め，「日本植民地下の台湾における同化教育の展開──
1895 ～ 1922 年の初等教育を中心に」（1988 年），『台湾の忠烈祠と日本の護国
神社・靖国神社の比較』（2003 年），『台灣宗教研究先驅增田福太郎與台灣』（2005
年），『日本統治時代と国民党統治時代を生きた台湾人の日本観』（2006 年）な
どが発表されている。本書の研究は，一次資料である台湾神職や南瀛仏教に
関する機関誌を読むことから始まり，さらに台湾の宗教法規の検討，現地の
調査などを手がけることにより可能になった。日本の植民統治の全体像を明
確に描き出したところに，本書の最大の功績があると評したい。
　以下に，本書の構成と各章・節の概要を紹介する。
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はじめに─蔡錦堂さんとの出会い
序章　研究のはじめに
第一章　日本統治初期の宗教政策
　第一節　統治初期の宗教政策
　第二節　台湾神社・開山神社の創建及びその祭神
　第三節　内地宗教の台湾布教
　第四節　台湾の在来宗教に対する態度
第二章　宗教調査から制度整備へ
　第一節　西来庵事件
　第二節　宗教調査の実施
　第三節　社寺課の設立から制度の整備へ
第三章　戦争拡大による敬神崇祖精神の強化
　第一節　皇室・国体・神祇三位一体の論理
　第二節　国民教化運動の展開
　第三節　戦争推進と敬神崇祖
　第四節　公学校教科書内の敬神教材
第四章　神社造営と神社参拝・奉仕
　第一節「一街庄一社」の神社建立
　第二節　摂末社の設置と社の整理
　第三節　台湾神社・台湾護国神社の造営及び神社の昇格
　第四節　神社参拝及び神社奉仕
第五章　神宮大麻奉斎及び暦本の頒布
　第一節　神宮大麻奉斎
　第二節　暦本の頒布
第六章　台湾人家庭正庁改善運動
　第一節　正庁改善運動の推進
　第二節　台湾神職会の「本島民屋正庁改善実施要項」
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第七章　寺廟整理問題
　第一節　寺廟整理運動の発生
　第二節　総督府及び地方の態度
　第三節　寺廟整理の実態─新竹州中壢郡を例として
　第四節　寺廟整理問題の収拾
　第五節　台湾民衆の反応
終章　宗教政策の推移とその破綻
＜付録＞
　（一）　台湾宗教史年表─一八九五－一九四五を中心として
　（二）　参考文献
　（三）　台湾における神社一覧
あとがき
　大濱徹也は著者の研究について次のように語っている。
　（1）台湾総督府が展開した宗教政策の虚実を体系的に解明した最
初の本格的研究であること，（2）「一街庄一社」政策をふまえて展
開された大麻頒布，家庭正庁改善，寺廟整理運動をめぐる，総督府
行政と台湾人社会との対立・確執を明確にしたこと，（3）昭和期の
戦争体制が深化されるなかで，台湾の人的・物的資源の動員体制を
築くために神社による人心把握が求められたが，台湾社会の反発で
挫折していく内実を具体的に説いたこと等々，台湾研究のなかで全
く未開拓であった宗教政策に関する問題を中心して，日本の植民地
統治を具体的に解明しようとした最初の業積といえましょう１。
　日本は第二次大戦敗戦までの 50 年間，台湾を植民地として統治した。そ
の間，国家神道を台湾に導入し，各地に神社を建設させた。国家神道を台湾
人の中心思想（あるいは精神基盤，精神的支柱）に仕立てようとしていたのであ
る。しかし，戦後ほとんどすべての神社が台湾から消えてしまった。また，
当時の日本から入ってきた内地宗教（いわゆる仏教，キリスト教，教派神道など）
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も，日本の敗戦とともに姿を消した。これらの宗教が戦後すぐ台湾から消え
去った原因として，日本に代わって台湾を統治した国民政府による撤廃策が
考えられる。さらに根本的な原因としては，50 年の間に日本の国家神道・内
地宗教を台湾の民衆の精神生活に根付かせられなかったことが挙げられる。
　本書の目的は，国家神道と台湾在来宗教の消長関係を通して，植民地政府
の宗教政策を検討することである。日本統治下の台湾における宗教政策は，
次の３段階に分けられる。第１段階は明治 28年（1895 年）日本領有から大正
３年（1915 年）まで，第２段階は大正４年（1915 年）西来庵事件発生から昭和
５年（1930 年）まで，そして第３段階は昭和６年（1931 年）から終戦（1945 年）
までである。第１章から第３章までは第１段階について書かれている。続く
第４章から第７章では，国家神道の２大柱である神社造営と大麻奉斎がそれ
ぞれ検討されている。日本統治下の台湾における宗教政策の研究は，終戦後
ほとんど手がつけられていなかった。当時の宗教政策の研究は，皇民化時期
の国家神道を中心としたものがほとんどである。皇民化を陳述する時には，
ただ神社参拝・大麻奉斎・正庁改善・寺廟整理などの名詞を羅列するだけで，
具体的な内容について論じたものはない。また，従来の研究は神社造営を重
んじていて，在来宗教と絡んでいた大麻奉斎の問題・正庁改善・寺廟整理に
ついての本格的な研究も欠如している。
　矢内原忠雄が指摘するように「日本本国の利益のための台湾の経済的収 
奪」２が行われた。殖民地政府である台湾総督府の領台以来，様々な政策を制
定する時には，日本本国に最大の利益が与えられることが前提となったので
ある。統治初期に治安維持や産業経済の発展を図るのに精一杯だった台湾総
督府側は，宗教面のことに力を入れなかった（宗教面のことを重視しなかった）。
台湾統治のシンボルとして国費で建設された台湾神社，及び開山神社の他は，
日本人密集の要地に建てられた神社の数はわずかである。宗教政策は放置さ
れ，法規制度はほとんどなかった。このように統治初期においては，国家神
道の台湾民衆への浸透はほとんど成果がなく，一方で当時の台湾農民にとっ
て在来宗教は精神生活の中心（拠り所）であったと言える。
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　第２段階では，西来庵事件３をきっかけに宗教調査が行われ，社寺課の設
立が実現した。社寺課の指導下で南瀛仏教会などの団体が組織され，さらに
神社と宗教との分離や諸法規制度を新たに制定し，神社制度を整えて国家神
道を扶植しようとした。しかし，大正 10年（1921 年）以降の財政困難により
社寺課が廃合され，神社制度も中止となった。この段階でも，宗教政策はま
だ台湾総督府に重視されていない。
　第３段階は昭和６年（1931 年）の満州事変以後であるが，この時期に台湾
総督府は宗教政策を重視し始めた。この段階の宗教政策では，皇室・国体・
神社の三位一体論理の下，国民精神の涵養，敬神崇祖が強調された。台湾の
在来宗教でなく神社崇拝を中心に置き，大麻奉斎を行うことで強く打ち出さ
れた。台湾での国家神道の重視は日本本国の国民教化運動の一環であり，台
湾は日本が戦争に深入するにつれ，人的動員や物質提供の基地としての新し
い役割を当てられた。第１，第２段階では，治安の安定と産業経済の発展を
目指すために，台湾人の精神信仰は旧来のままでもよいとされた。しかし第
３段階に入ると，台湾総督府の支配は台湾民衆の内面にまで及び，天皇の臣
民としての精神的自覚まで要求されるようになったのである。
　本書は日本の植民統治の全体像を明らかにした，初の包括的文献（包括的
研究書）である。馬杉吉則は本書について「最も優れた点は，国家神道と在
来宗教双方の動向を，全統治期を通して詳細に分析したこと，昭和期におけ
る国家神道の論理を，現実の政策に具現する過程を明らかにしたことであ 
る」４と述べた上で，次のように指摘している。
ただ惜しむらくは，第一に統治者相互間の「意識の齟齬」の展開に
ついて具体的に述べていないことである。第二に，重要なプレイヤー
のひとつである仏教の持つ「護国性」の性格，それを踏まえた総督
府の内地仏教勢力の接近とその台頭について触れていないことであ
る。私見では内地仏教は国家神道と並んで宗教政策の大きな柱であ
り，従って台湾民衆の生活に大きく影響したと考えている５。
　著者が台湾人でありながら，民族的ないし思想的な偏向を意識的に排除し，
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真摯な叙述態度を堅持したことは，文献，資料の広汎な利用と相俟って，本
著の価値を格別なものにしている。さらにいえば，日本人・台湾人の書いた
文献，資料を広く渉猟したことも，民族的ないし思想的な偏向の回避を重視
したものと思われる。以上のことから，本書が台湾・日本をめぐる植民地研
究を行うすべての人に必読を勧めたい好著であることは間違いない。
注
１　蔡錦堂著，1994，『日本帝国主義下台湾の宗教政策』同成社，ⅰ - ⅱ。
２　矢内原忠雄，1927，『帝国主義下の台湾』岩波書店，２。
３　日本統治の全期間を通じて終始，台湾人は抗日民族運動を継続した。明治 36年か
ら明治 39 年まで，抗日ゲリラは見られず，その間における日露戦争の勝利は台湾
人に対する日本の権威を高めた。それにもかかわらず，治安の確立によって可能に
なった植民地特有の強度搾取を伴う経済開発の進展と辛亥を成就させた孫文革命の
運動の波及によって，この時期に 11 の抗日武装蜂起事件が起きた。その多くは未
発に終わったが，爆発した事件のなかで最大の西来庵事件は鎮圧に 10カ月を要し，
参加住民 2500 人以上，殺害者約 500 人，逮捕者約 2000 人，起訴者 1664 人，死者
判決者 903 人，死刑執行者 132 人に達した。
４　馬杉吉則，2008，「日本統治期台湾の宗教政策に関する一考察─皇民化を中心とし
て」『キリスト教社会問題研究（57）：205-238。
５　同上。
